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「大館市経済動向調査」（2023年 8 月度調査回答結果） 
 

【項目別グラフ】                 【円グラフデータラベルの見方】     

      上部：項目内容      

      中部：回答件数      

下部：回答割合      

調査回答先従業員数 

 
＜新型コロナウイルス感染症に関する影響について＞ 
 
Ｑ１ 令和５年８月の売上は、前年同月比でどのようになりましたか、当てはまる項目をお選びください。 

１．大幅に増加（＋２０％以上） 
２．や や 増 加（＋ ５％～＋１９％） 
３．横  這  い（－ ４％～＋ ４％） 
４．や や 減 少（－ ５％～－１９％）  
５．大幅に減少（－２０％～－４９％） 

６．半 減 以 下（－５０％以下） 

 

5人以下

39件

37%

6～10人

21件

20%

11～20人

12件

12%

21～50人

13件

12%

51～100人

14件

13%

101人以上

6件

6%

①大幅に増加（＋

２０％以上）

6件

5%

②やや増加（＋５％

～＋１９％）

27件

26%

③横這い（－４％

～＋４％）

47件

45%

④やや減少

（－５％～

－１９％）

19件

18%

⑤大幅に減少

（－２０％～－

４９％）

6件…

⑥半減以下（－５０％以下）

0件

0%
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Ｑ２ Ｑ１で「４」～「６」と回答した方にお伺いします。売上が減少した要因について、当てはまる項目を 

すべてお選びください。【複数回答可】 
１．来客数の減少 
２．客単価の減少 
３．休業・時短営業 
４．商品・製品の欠品 
５．生産量の減少 
６．受注の減少 
７．公共工事の減少 
８．その他 

 

 
 

 
＜長期的な経営の見通しについて＞ 

 

Ｑ３ 自社の経営の見通し(今後５年程度)について、最も該当する項目をお選びください。 
 １．事業規模拡大 
 ２．現状維持 

  ３．事業規模縮小 
 ４．その他 
 

 
 
 
 

2件

2件

2件

3件

4件

4件

6件

13件

0件 2件 4件 6件 8件 10件 12件 14件

④商品・製品の欠品

⑤生産量の減少

⑦公共工事の減少

⑧その他

②客単価の減少

③休業・時短営業

①来客数の減少

⑥受注の減少

1件

11件

27件

66件

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件 70件

④その他

③事業規模縮小

①事業規模拡大

②現状維持
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Ｑ４ 今後実施すべき取組みとして、当てはまる項目をすべてお選びください。【複数回答可】 
 １．販路開拓  
 ２．設備投資  
 ３．働き方改革（人材確保・人材育成を含む） 
 ４．事業承継・後継者対策  
 ５．その他 
 

 
 
Ｑ５ 【Q４で「１」と回答した方へ】販路開拓のために実施したいと考える取組みとして、当てはまる項目を 

すべてお選びください。【複数回答可】 
１．主力商品・サービスの売上拡大 
２．新たな商品・サービスの開発 

  ３．既存商品・サービスの改良 
  ４．イベント・商談会等への参加 
  ５．営業の強化、プロモーション、広告戦略強化 
  ６．インターネット販売など新たな販売チャネルの開拓 
  ７．その他 
 

 

 

 

 

 

 

4件

23件

38件

44件

62件

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件 70件

⑤その他

④事業承継・後継者対策

②設備投資

①販路開拓

③働き方改革

1件

6件

11件

14件

17件

21件

25件

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件

⑦その他

④イベント・商談会等への参加

⑥インターネット販売など新たな販売チャネルの開拓

③既存商品・サービスの改良

⑤営業の強化、プロモーション、広告戦略強化

②新たな商品・サービスの開発

①主力商品・サービスの売上拡大
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Ｑ６ 【Q４で「２」と回答した方へ】今後の設備投資の計画について、当てはまる項目をすべてお選びください。【複数回答可】 
１．車両・生産設備の更新 
２．店舗・工場等の新築・増改築 
３．生産性向上・業務効率化のための設備投資 
４．新商品・サービスの提供や新分野進出に対する設備投資 
５．ＩＣＴ活用のための設備投資 

  ６．その他 
７．設備投資したいが資金繰りの目途がつかない 

  ８．設備投資は計画していない 
 

 
 

Ｑ７ 【Q４で「３」と回答した方へ】人手不足に関して、当てはまる項目をすべてお選びください。【複数回答可】 

１．人手は不足していない 
２．求職者自体が不足している          
３．仕事内容が厳しい・労働環境が過酷だというイメージがある  
４．業務拡大により求人が追い付かない          
５．資格や技術をもった者がいない            
６．給料や福利厚生が他と見劣りする           
７．土日祝日の出勤や残業が敬遠される 
８．知名度が低い 
９．立地が悪い、通勤が不便 
10．求人説明会への参加などの活動を行っていない 
11．求人広告の掲載や人材紹介会社を利用していない 
12．その他 

 

0件

1件

5件

6件

9件

10件

20件

27件

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件

⑧設備投資は計画していない

⑥その他

⑦設備投資したいが資金繰りの目途がつかない

⑤ＩＣＴ活用のための設備投資

④新商品・サービスの提供や新分野進出に対する設備投資

②店舗・工場等の新築・増改築

①車両・生産設備の更新

③生産性向上・業務効率化のための設備投資

1件

1件

5件

7件

9件

10件

10件

10件

18件

22件

30件

30件

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件 35件

⑨立地が悪い、通勤が不便

⑫その他

④業務拡大により求人が追い付かない

⑧知名度が低い

①人手は不足していない

⑥給料や福利厚生が他と見劣りする

⑩求人説明会への参加などの活動を行っていない

⑪求人広告の掲載や人材紹介会社を利用していない

⑤資格や技術をもった者がいない

⑦土日祝日の出勤や残業が敬遠される

②求職者自体が不足している

③仕事内容が厳しい・労働環境が過酷だというイメージがある
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Ｑ８ 【Q４で「４」と回答した方へ】事業の将来について、最も該当する項目をお選びください。 

  １．後継者に承継させたい 
２．外部で希望者がいれば承継したい 

  ３．自分の代で廃業を考えている 
  ４．その他 

 

 

Ｑ９ 事業主（例、法人：代表取締役等、個人：代表）の年齢について、最も該当する番号を選択ください。 
  １．２９歳以下 
  ２．３０～４９歳 
  ３．５０～６９歳 
  ４．７０歳以上 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2件

5件

6件

17件

0件 2件 4件 6件 8件 10件 12件 14件 16件 18件

④その他

③自分の代で廃業を考えている

②外部で希望者がいれば承継したい

①後継者に承継させたい

0件

18件

27件

60件

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件 70件

①２９歳以下

④７０歳以上

②３０～４９歳

③５０～６９歳
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Ｑ１０ 現事業主が引退する場合の事業について、最も該当する番号を選択ください。 
１．事業承継を検討している 
２．廃業を検討している 
３．決めていない 

 

 

 

Ｑ１１【Ｑ１０で「１」と回答した方へ】事業承継する場合の後継者について、最も該当する番号を選択ください。 
１．事業に従事している親族 
２．事業に従事していない親族（子に承継予定だがまだ学生、社外の親族など） 
３．親族以外の役員・従業員 
４．親族以外かつ社外の人 
５．後継者候補は決まっていない 
６．その他（回答用紙に詳細をご記入ください） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

12件

37件

56件

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件

②廃業を検討している

③決めていない

①事業承継を検討している

2件

3件

4件

5件

17件

24件

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件

③親族以外の役員・従業員

⑥その他

④親族以外かつ社外の人

②事業に従事していない親族

⑤後継者候補は決まっていない

①事業に従事している親族
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Ｑ１２【Ｑ１０で「２」～「３」と回答した方へ】親族以外等の第３者への事業承継について、最も該当する番号を選択
ください。 

１．検討したことがある 
２．検討しようとしたが探し方がわからなかった 
３．検討してみたいと思っている 
４．検討したことがない 

 

 

 

Ｑ１３ ＩＣＴの活用状況について、「はい」か「いいえ」をお選びください。 
１．給付金等の請求手続きに際して電子申請を利用した    ２．宣伝や販売にインターネットを活用している 

    

 

３．オンライン会議を活用している             ４．キャッシュレス決済を導入している 

       

1件

4件

8件

40件

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件 35件 40件 45件

②検討しようとしたが探し方がわからなかった

①検討したことがある

③検討してみたいと思っている

④検討したことがない

いいえ

33件

31%

はい

72件

69%

いいえ

59件

56%

はい

46件

44%

いいえ

55件

52%

はい

50件

48% いいえ

62件

59%

はい

43件

41%
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５．勤怠管理や給与計算について、管理ソフトウェア
やシステムを導入している 

６．顧客管理や販売管理について、管理ソフトウェア
やシステムを導入している 

   
 
＜物価及びエネルギー価格等の高騰について＞ 

 
Ｑ１４-１ 物価やエネルギー価格の上昇に関する影響について、最も該当する番号を選択ください。 

１．大きな影響をうけている 
２．わずかに影響をうけている 
３．影響はない 
 

 

 

Ｑ１４-２ １４-１に記載の影響について、自社への影響を少なくするため、何か対策を行っていますか、最も 
該当する番号を選択ください。 

  １．対策をしている（回答用紙に行っている対策をお書きください。） 
   ２．対策はしていない 

 

 

いいえ

49件

47%

はい

56件

53%

いいえ

49件

47%

はい

56件

53%

1件

48件

56件

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件

③影響はない

②わずかに影響をうけている

①大きな影響をうけている

①対策をしている

35件

34%②対策はしていない

69件

66%
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Ｑ１４-３ １４-１のような影響について、行政に希望する支援及び継続してほしい支援などについて、該当す 
る番号を優先度の高い順に３つまでお選びください。【優先順に３つまで回答可】 

１．電気・ガス・灯油・重油代等に関する補助 
２．ガソリン等の車両燃料に関する補助 
３．原材料費・仕入代・運送経費等への補助 
４．省エネルギー化のための設備更新等に関する補助 
５．生産性向上に資する新技術や商品の開発等に関する補助 
６．円安を逆手に取った海外向け販路開拓に関する補助 
７．一律現金給付 
８．その他 

※Ｑ１４-３集計方法…優先１位の回答は１件につき３ポイント（以下Ｐ）、優先２位は２Ｐ、優先３位は１Ｐ 
を加算することで合計Ｐを集計。 

 
 
 
Ｑ１１ ＢＣＰ（事業継続計画）について、最も該当する項目をお選びください。  

※ＢＣＰとは、企業が自然災害時などの緊急事態に遭遇した場合、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核と

なる事業の継続あるいは早期復旧ができるよう、常日頃から行うべき活動や緊急時でも事業を継続するための方

法・手段などをあらかじめ決めておく計画。  
１．既に策定している 

   ２．策定中 
３．策定したいと思っている 

   ４．策定する予定はない  
   ５．その他 

 

6件

12件

29件

35件

66件

89件

144件

185件

0件 20件 40件 60件 80件 100件120件140件160件180件200件

⑥円安を逆手に取った海外向けの販路開拓に関する補助

⑧その他

⑤生産性向上に資する新技術や商品の開発等に関する補助

⑦一律現金給付

④省エネルギー化のための設備更新等に関する補助

③原材料費・仕入代・運送経費等への補助

②ガソリン等の車両燃料に関する補助

①電気・ガス・灯油・重油代等に関する補助

1件

11件

19件

33件

41件

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件 35件 40件 45件

⑤その他

②策定中

①既に策定している

④策定する予定はない

③策定したいと思っている
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【回答内訳（業種別）】 

業種 
業種 従業員数 

Q1 

前年同月比売上について 

製 建 卸 小 観 5 10 20 50 100 101 1 2 3 4 5 6 

製造業 26         8 2 4 6 4 2 3 7 10 4 2 0 

建設業   27       4 10 4 4 4 1 1 6 13 5 2 0 

卸売業     5     2 1 1 0 1 0 0 1 3 1 0 0 

小売業       22   15 4 1 1 1 0 0 5 10 5 2 0 

観光・サービス業         25 10 4 2 2 4 3 2 8 11 4 0 0 

合計 26 27 5 22 25 39 21 12 13 14 6 6 27 47 19 6 0 

 

 

 

業種 

Q２ 

売上減少要因【Q1で 4～6回答者） 

Q3 

経営見通し 

Q4 

今後実施すべき取組 

1 2 3 4 5 6 7 8 1 2 3 4 1 2 3 4 5 

製造業 1 0 1 1 1 4 1 0 9 14 2 1 12 15 10 5 1 

建設業 1 0 0 0 1 5 1 1 7 16 4 0 4 10 23 5 0 

卸売業 0 0 1 0 0 0 0 0 0 5 0 0 3 2 4 0 1 

小売業 3 3 1 1 0 2 0 1 5 14 3 0 13 5 11 5 1 

観光・サービス業 1 1 1 0 0 2 0 1 6 17 2 0 12 6 14 8 1 

合計 6 4 4 2 2 13 2 3 27 66 11 1 44 38 62 23 4 

 

 

 

業種 

Q5 

販路開拓の取組【Q4で 1回答者) 

Q6 

設備投資の計画【Q4で 2回答者） 

1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 8 

製造業 8 8 4 3 2 3 1 9 5 11 2 1 1 2 0 

建設業 1 0 2 0 3 0 0 5 4 6 3 3 0 1 0 

卸売業 2 2 1 0 1 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0 

小売業 7 4 3 1 5 5 0 3 1 2 2 0 0 1 0 

観光・サービス業 7 7 4 2 6 3 0 2 0 6 2 2 0 1 0 

合計 25 21 14 6 17 11 1 20 10 27 9 6 1 5 0 
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業種 

Q7 

人手不足【Q4で 3回答者） 

Q8 

事業の将来 

【Q4 で 4 回答

者） 

Q9 

事業主の年齢 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 1 2 3 4 

製造業 1 7 5 2 4 0 5 0 0 0 0 0 2 2 1 1 0 7 11 8 

建設業 1 12 15 1 8 3 7 4 1 6 4 0 5 1 0 0 0 5 16 6 

卸売業 1 1 2 0 0 2 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 3 2 0 

小売業 5 4 2 0 3 4 3 3 0 0 0 0 7 1 2 0 0 8 12 2 

観光・サービス業 1 6 6 2 3 1 6 0 0 4 5 1 3 2 2 1 0 4 19 2 

合計 9 30 30 5 18 10 22 7 1 10 10 1 17 6 5 2 0 27 60 18 

 

 

 

業種 

Q10 

現事業主が引退す

る場合 

Q11 

後継者 

Q12  

【Q10 で「2」～「3」回

答者） 

1 2 3 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 

製造業 15 2 9 7 0 0 1 5 1 1 1 2 9 

建設業 16 2 9 6 1 1 1 5 2 1 0 2 10 

卸売業 2 1 2 1 0 0 0 1 0 0 0 0 3 

小売業 9 4 9 5 3 0 0 1 0 1 0 3 9 

観光・サービス業 14 3 8 5 1 1 2 5 0 1 0 1 9 

合計 56 12 37 24 5 2 4 17 3 4 1 8 40 

 

 

 

業種 

Q13-1 

電子 

申請 

Q13-2 

広告販売 

Q13-3 

オンライ

ン会議 

Q13-4キ

ャッシュ

レス決済 

Q13-5 

勤怠管理

等 

Q13-6 

顧客管理

等 

Ｑ１４-１物価やエ

ネルギー価格の上

昇影響 

1 2 3 

製造業 19 11 12 6 14 15 16 10 0 

建設業 23 7 15 9 17 11 15 11 1 

卸売業 2 1 1 1 3 4 3 2 0 

小売業 12 10 8 15 7 14 11 11 0 

観光・サービス業 16 17 14 12 15 14 11 14 0 

合計 72 46 50 43 56 58 56 48 1 
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業種 

Ｑ１４-２物価や

エネルギー価格の

上昇対策 

１．電気・ガス・灯油・重油代

等に関する補助 

２．ガソリン等の車両燃料に関

する補助 

1 2 1 2 3 1 2 3 

製造業 11 15 9 6 2 3 4 2 

建設業 5 21 5 5 9 7 9 0 

卸売業 2 3 3 1 0 1 2 2 

小売業 7 15 10 6 2 6 10 2 

観光・サービス業 10 15 10 11 3 8 4 5 

合計 35 69 37 29 16 25 29 11 

 

 

 

業種 

３．原材料費・仕入代・運

送経費等への補助 

４．省エネルギー化のた

めの設備更新等に関する

補助 

５．生産性向上に資する

新技術や商品の開発等に

関する補助 

1 2 3 1 2 3 1 2 3 

製造業 4 3 4 3 3 4 1 4 3 

建設業 6 3 5 4 3 2 1 1 0 

卸売業 0 2 2 1 0 1 0 0 0 

小売業 1 2 4 2 0 5 1 0 1 

観光・サービス業 3 4 4 1 3 3 1 0 3 

合計 14 14 19 11 9 15 4 5 7 

 

 

 

業種 

６．円安を逆手

に取った海外向

け販路開拓に関

する補助 

７．一律現金給

付 
８．その他 

Q15 

ＢＣＰ 

1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3 4 5 

製造業 1 0 1 1 2 4 3 0 0 7 2 8 9 0 

建設業 0 1 0 0 0 3 1 0 0 5 2 14 5 1 

卸売業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 2 0 

小売業 0 0 0 1 2 1 0 0 0 2 3 9 8 0 

観光・サービス業 0 0 0 2 2 3 0 0 0 2 2 13 8 0 

合計 1 1 1 4 6 11 4 0 0 16 9 47 32 1 

 


